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総務企画室

農政室

副所長所  長

桑名地域農業改良
普及センター

農村基盤室

I 機 構
1 組織図

山戸 竜基

0594-24-3631

小林 直弘
0594-24-3631

所

令和 7年 6月 1日 現在

(定数 5名  現在員 5名 )

※所長を含む

長 小林 直弘

総務企画課
課長 櫻井 朋子
電話番号 0594-2牛3631

(定数 5名 現在員 6名 )

※育休 1名 を含む

藤嶋 祐美
(桑名地域農業改良普及センター長兼務 )

地域農政課
課長 千種 光子

電話番号 0594-24-7421

(定数10名  現在員10名 )

セ ン 藤嶋 祐美

普及 可課
副参事兼課長 市川 昌樹
電話番号 0594-24-3642

普及 2課
課長 大成 行洋

電話番号 0594-24-3641

(定数13名 現在員13名 )

谷本 昌憲

農村計画課
課長 牛草 幸矢
目邑言舌番手妻 0594-24-3826

基盤整備 1課
課長 川瀬 政彦
目邑言舌番導妻 0594-24-3652

基盤整備 2課
課長 森田 芳彦
電話番号 0594-24-3653
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2 人員配置表

令和 7年 6月 1日 現在

区 分 事務吏員 技術吏員 計
会計年度
任用職員

備 考

定 数 5 28 33

現在員 5 29 34 5

総務企画室 4 1 5 1

4 1 5 1
所長、副所長兼
室長を含む

農政室 6 6 1

6 6 1
室長、育休 1名
を含む

桑名地域農業改
良普及センター

10 10 1

5 5 1

5 5

農村基盤室 1 12 13 2

1 4 5 1 室長を含む

4 4

4 4 1

2
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Ⅱ 分 掌 事 務

1 総務企画課

(¬ )公印の管理に関すること

(2)総合調整に関すること

(3)予算 日経理 由庶務に関すること

(4)補助金事務に関すること

(5)工事の入札及び請負、その他契約に関すること

(6)関係団体の人権啓発に関すること

(7)その他他課の所管に属さないこと

1農政碧
2 地域農政課

(1)地域活性化プランに関すること

(2)農業経営基盤強化促進法に関すること

(3)人 B農地プラン、地域計画、農地中間管理事業に関すること

(4)産地パワーアップ事業、強い農業 B担い手づくり総合支援交付金等に関すること

(5)農業委員会に関すること

(6)新規就農者総合支援事業に関すること

(7)農業協同組合法、農業災害補償法に関すること

(8)経営所得安定対策に関すること

(9)米、麦、大豆、野菜、果樹、茶、花き等の生産振興に関すること

(10)畜産振興、環境保全及び流通対策に関すること

(11)家畜伝染病の防疫等に関すること

(12)肥料取締法、農薬取締法、有害物質対策に関すること

(13)環境保全型農業直接支援対策、持続農業法に関すること

(14)食糧法、米トレーサビリティ法、食品表示法に関すること

(15)獣害対策に関すること

(16)農振法、農地法 (農地転用を除く)に関すること

(17)耕作放棄地対策、自作農財産関係等に関すること

(18)人と自然にやさしいみえの安心食材表示制度、食育、地産地消、6次産業化に関

すること

(19)中山間地域等直接支払制度、いなかビジネスに関すること

(20)農村地域の活性化、CSRに関すること

桑名地域農業改良普及センター

3 普及 1課
(1)持続可能な水田営農システムの確立に関すること

(2)水田農業担い手の経営基盤強化と産地の強化に関すること

(3)野菜産地の維持活性化に関すること

(4)農業被害軽減に向けた獣害対策の推進に関すること

(5)農産物の安全 B安心を確保する技術の普及に関すること

(6)優良種子の確保に関すること

(7)病害虫発生予察事業に関すること

(3)スマー ト農業に関すること

(9)みどりの食料システム戦略推進に関すること
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4 普及 2課
(1)次代を担う新規就農者の育成に関すること

(2)農業経営体の経営改善、育成に関すること

(3)農業・農村の6次産業化に関すること

(4)農村地域の男女共同参画の推進に関すること

(5)農業者組織の育成に関すること

(6)農業制度資金に関すること

(7)農福連携の推進に関すること

農村基盤室

5 農村計画課

(1)団体営農業農村整備事業に関すること

(2)団体営耕地災害復旧事業の指導に関すること

(3)農業農村整備事業に係る各種調査に関すること

(4)農業農村整備事業に係る積算 B歩掛に関すること

(5)多面的機能支払交付金に関すること

(6)土地改良区の指導及び助言に関すること

(7)土地改良法に関すること

(3)農業農村整備事業に関する市町からの技術支援相談窓ロ

(9)地籍調査に関すること

(10)県営事業に係る用地取得及び損失補償に関すること

(11)土地改良財産の管理及び処分に関すること

(12)基幹農業水利施設ストックマネデルト事業 (二重県10期地区 (員弁川用水第二))

ること

(13)基幹農業水利施設ストックマわ
゛
ルト事業 (東員・中上1期地区)に関すること

(14)基幹農業水利施設ストックマわ
゛
ルト事業 (東員・中上2期地区)に関すること

6 基盤整備 1課
(1)湛水防除事業 (近江島地区)に関すること

(2)湛水防除事業 (野代地区)に関すること

(3)湛水防除事業 (七取地区)に関すること

(4)排水施設整備事業 (木曽岬幹線排水地区)に関すること

(5)県営ため池等整備事業 (上平溜 B洞ケ谷溜地区)に関すること

(6)県営ため池等整備事業 (阿弥陀寺溜地区)に関すること

(7)県営ため池等整備事業 (目 細溜池地区)に関すること

(3)県営ため池等整備事業 (奴女里溜地区)に関すること

フ 基盤整備 2課
(1)湛水防除事業 (下深谷地区)に関すること

(2)湛水防除事業 (福豊地区)に関すること

(3)基幹農業水利施設ストックマネデルト事業 (神田4期地区)に関すること

(4)県単土地改良施設緊急浚渫事業 (桑名市4期地区)に関すること

(5)湛水防除事業 (松蔭地区)に関すること

(6)湛水防除事業 (稗田地区)に関すること

(7)県営ため池等整備事業 (東員地区)に関すること

(3)基幹農業水利施設ストックマわ
゛
ルト事業 (二重県9期 (神田))に関すること
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Ⅲ 農業の概要

1立  地

当管内は、二重県の最北端に位置し、愛知、岐阜、滋賀県の三県に接し、

鈴鹿山脈及び養老山脈から木曽三川及び伊勢湾に広がる395平方キロメー

トルの東西に長い地域で、桑名市、いなべ市、桑名郡木曽岬町、員弁郡東

員町の2市 2町からなつています。西、北側に鈴鹿山脈と養老山脈が連な

り雄大な自然景観を展開し、南北に揖斐サII、 長良川及び木曽川の木曽三川

が伊勢湾に注ぎ、緑と水の豊富な地域で鈴鹿国定公園や水郷県立自然公園

が管内総面積の 33%を 占めています。

古くから東西交通の要衝として産業経済が早くから発展を続けていま

すが、名古屋圏の 50キ ロメー トル内に位置し、高速交通網の整備が進む

なかで工業団地や住宅団地の建設による都市化が進んでいます。

2農  業

都市化の進展に対処し、優良農地の保全を図るとともに低コス トで生産性

の高い水田農業の展開や、施設園芸、露地野菜等の都市近郊型農業の育成を

推進しています。

管内世帯数は 88,589世帯で人口は211,995人 、*農業経営体数は 1,722戸

で農業従事者数は4,091人 、うち1,629人が基幹的農業従事者です。 (出典 :

三重の統計情報 (令和 7年 3月現在)、 キ第 71次 東海農林水産統計年報 令和

5年～6年、2020年農林業センサス)

地域の総面積は39,457haで 、この内耕地面積は 6,208ha(15.7%)、 水田面積

は、5,210haと割合が高く(83.9%)、 水田を中心とした農業地帯となつていま

す。 (出典:71次 東海農林水産統計年報 令和 5年～6年 )

麦の作付面積は750ha、 大豆 日新規需要米の作付面積は806haで、水田の高

度利用に積極的に取り組んでいます。 (出典:令和6年度水田活用直接支払い交付金支

払い実績報告より)。

木曽三川のデルタ地帯を中心に施設 トマ トが 37.5ha、 露地野菜のなばなが

14.5ha栽培され、 トマ トは国の野菜指定産地、なばなは県ブラン ド化品目と

して産地育成が図られています。 (桑名地域農業改良普及センター調べ )

*経営耕地面積 30a以上で、農作物を一定以上栽培 しているもの

品 目別の概要

○米一 栽培面積は 2,931haで 、コシヒカリ、キヌヒカリが主要品種となつて

います。また、桑名市長島町、木曽岬町は、あきたこまちとコシヒカリの

県産早場米主産地となつています。 (出典:令和6年産水稲市町村別収穫量 (東海

3県 )よ り)

○麦類、大豆― ほ場整備の進捗や生産調整対策に伴い作付けの集団化が定着

しています。栽培技術等が進み生産量も増加傾向にありますが、品質向上、

収量増加を図るために、さらにほ場の排水等の条件整備が課題となつてい

ます。

①野菜― 木曽三川のデルタ地帯を中心に施設 トマ トが 37.5ha、 露地野菜のな

ばなが 14.5ha栽培され、 トマ トは国の野菜指定産地、なばなは県ブラン
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ド化品目として産地育成が図られています。 (桑名地域農業改良普及センター

調べ )

いなべ市は、秋冬キヤベツの産地となつていますが、生産者の高齢化等

が課題となつています。近年、JA等の農産物直売所を通 じた多品目野菜

の生産販売が盛んになつています。

○果樹― みかんをは じめとして柿、梨等の果樹が栽培されており、桑名市の

みかんや柿の出荷では、一定のまとまりがあり、みかんでは一部で後継者

が育ちつつあります。

O茶一 鈴鹿山麓の台地を中心に栽培され、最近では、若手農家による 6次産

業化の取 り組みなど新たな動きが見られます。

O花 き一 花壇苗、シクラメン、観葉植物等苗もの 日鉢物が主体で、桑名市長

島町、木曽岬町において産地が形成されています。なかでも観葉植物は生

産数量全国 3位の二重県において生産 日出荷量ともに県下最大の産地と成

つており、全国の花き市場に向け出荷されています。

①畜産― 桑名市、いなべ市において、乳用牛、肉用牛、豚、採卵鶏、ブロイ

ラー等の飼養があります。

農村生活及び農業の担 い手の概要

農業を職業として魅力とやりがいのあるものにするために、農業者が健

康で、快適な条件で働き、経営感覚に優れた効率的かつ安定的な経営の展

開を目指し担い手となる経営体の育成を進めています。

地域農業の担い手である認定農業者は、224経営体です (令和 6年度末)。

桑名市、木曽岬町では水稲、施設園芸を中心に 113経営体、いなべ市及

び東員町では水稲、野菜、畜産等で 111経営体です。

木曽三川のデルタ地域では、トマ トや観葉植物等の施設園芸が盛んです。

特に施設 トマ トでは、高軒高の高度環境制御施設の導入が進められており、

栽培面積の増加と後継者が確保されつつあります。

員弁地域は基盤整備がほぼ完了し、地域輪作体系の定着により農地の流

動化が高く、集落営農組織や土地利用型農業の担い手農家が組織化され、

水田における農用地集積率は 60%を超えています。また、桑名市、木曽岬

町では経営受託を中心とする大規模な土地利用型農業の担い手農家が育つ

ています。

管内には若手農業者で構成された4Hク ラブがあり、クラブ員同士の情

報・意見交換や他地域のクラブ員との交流を通し、資質向上に向けて積極

的な活動を行つています。

また、女性農業者の組織でも、農業経営 B農村社会の男女共同参画を進

めるための活発な資質向上活動が見られ、女性農業者グループによる他地

域との交流活動や、農村生活の質の向上を目指してワークショップが開催

されています。

6



Ⅳ 事務事業の概要





Ⅳ 事務事業の概要

総務企画室 (総務企画課)

1 県営工事の契約 日支払等に関する業務

令和 6年度契約実績

2 県営・団体営補助金事務に関する業務

3 所内の庶務 日経理に関する業務

4 農業金融関係に関す る業務

(1)農業経営近代化資金

農業者等の資本装備の高度化と農業経営の近代化に資するため、農協等の民間金

融機関が行う長期かつ低利貸付に対し、関係機関との調整等を行い、利子補給の承

認を行つています。

(単位 :千円)

農業経営近代化資金

(資金区分)

令和 5年度審査実績 令和 6年度審査実績

件数 金  額 件数 金  額

中核農業者育成資金

(認定農業者特例)

18 247,050 8 149;640

7

令和 5年度 繰越 令和 6年度 現年 合計

契約金額

(千円)

件

数

平均落

札率

(%)

契約金額

(千円)

件

数

平均落

札率

(%)

契約金額

(千円)

件

数

平均落

札率

(%)

建設工事 990,858 9 93.29 767,470 6 92.90 1,758,328 15 93.10

則量 色調査・

設計業務等
202,819 16 82.59 91,375 8 83.39 294,194 24 82.99

合計 1,193,677 25 87.94 858,345 14 88.15 2,052,522 39 88.05



(2)農業経営改善促進資金 (スーパーS資金)

農業経営改善計画等の認定を受けた農業者 (認定農業者)に対して、経営改善に

必要な短期運転資金を農協等の民間金融機関が融資するもので、これについて関係

機関との調整を行い、貸付の認定を行います。

(単位 :千円)

資金名
令和 5年度審査実績 令和 6年度審査実績

件数 金  額 件数 金  額

農業経営改善促進資金

(スーパーS資金)

7 137,000 4 53,000

5 人権啓発推進に関する業務

管内の農林水産関係団体の役職員や人権啓発担当者、農林水産関係所属の市町の

職員及び二重県職員を対象に、人権意識に対する正しい理解と認識を深めることを

目的として、人権問題啓発研修会の開催と農林水産関係団体への人権啓発訪間を行

います。

(1)令和6年度研修会

名  称 二重県農林水産部人権啓発研修会

日  時 令和 6年 11月 25日 (月 )14:00～ 15:30

場  所 二重県桑名庁舎 3階第 1会議室

演  題 今もある部落差別の現実から

一調査結果や事例から部落差別を考える一

講  師  (公財)反差別・人権研究所みえ 調査 a研究員 原田朋記 氏

参加者数 7団体 27名
(2)令和 6年度人権啓発訪問

訪問団体数 5団体
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農政室 (地域農政課)

0担い手支援課関係

1 「地域活性化プラン」の推進

平成 22年に制定された「二重県食を担う農業及び農村の活性化に関する条例」第 24条

の規定に基づき、集落や産地等の農村地域団体が地域資源の有効活用に取り組む計画「地域

活性化プラン」の策定とそれらの実践の支援を行います。

令和 6年度は4プランが作成され、平成23年度からの14年間で合計89プランとなりま

した。本年度は、新たに3プランの策定を目標に推進していきます。

2 地域計画の管理

地域での話合しЧこより目指すべき将来の農地の利用を明確化する地域計画がすべての市

町で策定されました。地域計画は一度作つて終わりではなく、毎年ブラッシユアツプしてい

くことが重要とされています。市町による「地域計画」の管理を支援します。

地域計画策定数

3 農地中間管理事業

農地中間管理機構((′ム`財)二重県農林水産支援センター)が農業経営のリタイヤ、規模縮

小など農地の受け手を探している農家から農地を借り受け、農業経営の規模の拡大や農業へ

の参入、農地の利用の効率化などを考えている受け手 (担い手農家等)に賞し付ける制度で

す。当事業を活用し担い手への農地集積を進めていきます。

担い手への農地集積率の推移

市町 3年度 4年度 5年度 6年度

桑名市 55.10/。 56.20/。 51.2% 55.50/O

いなべ市 61.2% 61.5% 64.20/0 65.30/。

木曽岬町 61.1% 66.00/。 67.40/O 68,90/0

東員町 92.40/0 88.40/。 88.70/。 80.8。/。

二重県平均 43.8。/0 44.7% 46.20/。 47.50/0

<舞 >
農地中間管理事業による集積面積の推移 (単年度実績)

事業主体 3年度 4年度 5年度 6年度

桑名市 2ha 69.9ha 88.9ha 182.3ha

いなべ市 33.7ha 67.Oha 144.5ha 103.8ha
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桑名市 いなべ市 木曽岬町 東員町 計

19 17 1 2 39



木曽岬町 Oha Oha 6.4ha Oha

東員町 34.7ha 2.lha 3.3ha 1.2ha

計 79.6ha 139.Oha 243.ha 287.3ha

4 農業委員会交付金事業

農業委員会の事業活動の強化と運営の適正化を図るため、組織関係費及び業務費を対象

に交付金及び補助金の交付を行います。

令和6年度設置状況及び交付実績金額

農業委員

会名

委員数 (人)

職員数

(人)

委員任期満了日
交付金額

(円 )
農業委

貝

農地利用最適

化推進委員

桑名市 14 23 4 令和 8年 7月 19日 3,153,000

いなべ市 15 19 4 令和 7年 11月 30日 3,903,000

木曽岬町 9 5 2 令和 8年 7月 19日 1,370,000

東員町 14 7 2 令和 9年 4月 29日 2,080,000

5 新規就農者総合支援事業

青年の就農意欲の喚起を図ることを目的に、研修期間中に交付する準備資金 (旧就農準

備型、就農前の研修期間 (2年以内))、 就農後の定着を図るため、経営開始資金 (就農か

ら3年以内、旧経営開始型は就農から5年以内)を交付します。また、就農後の経営発展

を図るため、就農時の初期投資額の一部を経営発展支援事業 (世代交代 B初期投資促進事

業)により助成します。

令和6年度実績

事業主体 事 業 内 容 鱒     (円 )

桑名市

a経営開始型 (1名 )

日経営開始資金 (3名 )

(う ち2名は夫婦)

D経営発展支援事業 (1名 )

(鉄骨ビニープレ ウヽス)

1,500,000

2,000,000

7,500,000

いなべ市 日経営開始型 (1名 ) 750,000
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6 農地和l用効率化等支援交付金

地域が目指すべき将来の集約化に重点を置いた農地利用の姿の実現に向けて、地域農業

の担い手 (地域計画のうち目標地図に位置付けられた者)が経営発展等に必要となる農業

用機械 □施設の導入等を支援します。

令和6年度実績

事業主体 実施地区 事業内容
事業費(円 )

(補助錮

いなべ市
員弁町西方、員弁町

東―色、員弁町大泉

コンバイン (130ps)6条刈

1台、 ドリルシーダー幅2.翫

1台、施肥騰幅 2.翫1台

20,580,000

(5,612,000)

7 担い手確保 B経営強化支援事業

農業の構造改革の一層の加速化を目指し、担い手の育成口確保の取組と、地域が目指す

べき将来の集約化に重点を置いた農地利用の姿の実現に向けて、地域農業の担い手 (地域

計画のうち目標地図に位置付けられた者)の経営発展等に必要となる農業用機械 B施設の

導入等を支援します。

令和6年度実績

事業主体 実施地区 事業内容
事業費(円 )

(補助錮

桑名市 長島南部
トマト用ハウス 1棟 1,712浦

高度環境制御システム等―式

72,991,600

(30,000,000)

●農産園芸課関係
8 経営所得安定対策

需要に即応した米、麦 日大豆等の生産を推進し、農業経営の安定及び発展を図るため、

米の需要量に基づく生産調整や水田収益力強化ビジョンに基づく取組の支援を行います。

(1)経営所得安定対策等推進事業

経営所得安定対策が円滑に実施されるために必要な推進活動、現地での要件確認等に必

要となる活動経費に対して支援を行います。

事業主体 令和 6年度 (円 ) 令和 7年度 (計画 (円 )

桑名市 3,766,000 3,378,000

いなべ市 4,232,000 4,157,000

補助金額
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木曽岬町 1,495,000 1,495,000

東員町 1,515,000 1,742,000

計 11,008,000 10,772,000

9 伊勢茶振興総合対策事業

伊勢茶の高品質化や低コスト生産体系の導入を支援し、産地振興を図ります。

10 燃料価格高騰対策

多くを輸入に依存する燃料について、特に施設園芸では価格高騰の影響を受けやすいこ

とから、経営の安定対策として、燃料価格高騰の影響を受けにくい経営への転換に向けた

取組を支援します。

(1)施設園芸セーフティネット構築事業

施設園芸の省エネルギー対策等に計画的に取り組む産地を対象に、農業者と国の拠出に

より資金を造成し、燃料価格の高騰時に補填金により支援します。

令和6年事業年度 (令和6年 7月～令和7年 6月 )

団体数 農業者数 補填金 (円 ) うち補助金額 (円 )

5 58 16,854,876 8,427,438

※令和6年 10月 ～12月購入分

11 みどりの食料システム戦略の推進

「環境と調和のとれた食料システムの確立のための環境負荷低減事業活動の促進等に関

する法律」(みどりの食料システム法)に基づき、農業者が行う「環境負荷低減事業活動の

促進に関する基本的な計画」の作成、同計画の認定 (みどり認定)を進めるとともに、実

行を支援します。

令和6年度末時点認定状況

認定年月日 市町 申言辞者 作 目

R6年 2月 21日 いなべ市 イオンアグリ創造株式会社 イチゴ

R6年 4月 18日 桑名市 鷲野薫 水稲、野菜 4品 目

R6年 5月 24日 いなべ市 (農)丹生川中営農組合 水稲、小麦

R6年 8月 7日 桑名市 山谷菜園 山谷崇文 コマツナ、ミズナ、ミツバ

R7年 2月 20日 いなべ市 (株)安心食品の店 獅 、  短

R7年 2月 21日 いなべ市 (株)多湖農園 水稲
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●農産物安全 □流通課関係

12 農産物の安全対策

法に基づく監視指導、調査を実施します。

(1)肥料取締法による監視指導 (肥料生産販売業者に対する立入検査)

B令和6年度立入検査実績 :販売業者 3件
(2)農薬取締法による監視指導と啓発

(農薬販売業者に対する立入検査、農薬使用者への適正使用保管の啓発研修)

B令和6年度立入検査実績 :農薬販売店 3件
B令和6年度啓発研修実績 :団体等への啓発研修 26回

13 農業協同組合等育成指導事業

農業協同組合等の健全な発展を図るため、組合の運営並びに事業活動に対する指導等を

行います。

14 食の安全・安心確保対策

関係法に基づく監視指導、調査を実施します。

(1)食品表示法による監視指導(医療保健部食品安全課関俯

直売所等を対象に監視指導を実施します。
い令和6年度監視指導実績 :直売所11か所

(2)米 トレーサビリティ法による指導 田啓発と監視

生産者や販売業者等に対して立入調査を実施します。
口令和6年度立入調査実績 :生産者3件

(3)食糧法による指導日啓発と監視

米の生産者や加工業者等に対し立入検査を実施します。

日令和6年度立入検査実績 :飼料用米生産者5件

15 有機農業の推進 (みどりの食料システム鞘 の推進)

有機農業の取組面積の拡大に向けて、慣行業から国際水準の有機農業への転換を行う農

業者に対し、生産資材の切替え等に係る転換初年度の掛かり増し経費を、10a当たり20,000

円の定額交付により支援します。

令和6年度実績

事業主体 転換面積 (a) 事業内容
事業費(円 )

(補助金倒

いなべ市 172
慣行農業から国際水準有機農

業への転換 (水稲)

34,000

(344,000)
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●畜産課関係

16 畜産環境保全対策

地域における畜産環境汚染の防止を図るため、必要に応じ指導パトロールを行います。

0家畜防疫対策課関係

17 家畜伝染病対策

岐阜県、愛知県で多発していた豚熱が令和元年7月 に当管内で発生し、さらなる拡大を

防ぐため防疫処置を行いました。また、家畜防疫対策課による、豚へのワクチン接種、ウ

イルスを伝搬する野生イノシシヘの経ロワクチン散布や調査捕獲によるウイルス検定に協

力しています。

高病原性鳥インフルエンザは、近年県内での発生はないものの、防疫マニュアルの見直

しや防疫体制の確認、防疫研修会の開催などに随時取り組みます。

0フー ドイノベーション課関係

18 地産地消の推進

消費者の農産物に対する安全日安心志向が高まるなか、生産物の販売多様化や消費者と

のきずなづくりの取り組みを支援して、地産地消を推進します。

19 6次産業イとの推進

生産と加工・販売の一体化に向けて取り組む農業経営体を支援します。特に 6次産業化

の認定総合化事業計画を策定 B実施する農業経営体を重点的に支援します。

●獣害対策課関係

20 鳥獣被害防止総合対策事業

市町が作成する被害防止計画に基づき実施される被害防除活動、捕獲活動等の被害防止

対策に対し総合的に支援します。

令和6年度実績 緊急捕獲事業、推進事業

事業主体 事業内容
事業費(円 )

(補助金額)

桑名市 緊急捕獲事業

ニホンジカ(成獣 124頭、幼獣0弱
イノシシ (成獣22頭、幼獣7弱
ニホンザル(成獣0頭、幼獣0弱

1,175,000

(1,175,000)

いなべ市 緊急捕獲事業

ニホンジカ(成獣551頭、幼獣 20弱

イノンシ 0湖鴨7頭、幼獣8弱
ニホンザル(成獣99頭、幼獣30弱

5,140,000

(5,139,481)

いなべ市鳥獣害

防止対策協議会
推進事業

移動組立式サル用囲い罠、

遠隔監視 日操作システムの設置

1,940,519

(1,940,519)
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0農地調整課関係

21 農         事業

「農業振興地域の整備に関する法律」に基づき市町が定める農業振興地域整備計画の適

切な管理を行い、計画的な土地利用等の促進を図ります。

農業振興地域の状況(令和6年 12月 31日時点、単位:ha)

市町 農用地 採草放牧地 混牧林地
農業用

施設用地
計

桑名市 2,401.6 19.5 2,421.1

いなべ市 2,472.1 28.7 2,500.8

木曽岬町 516.6 16.2 532.8

東員町 604.4 4.7 609.1

計 5,994.7 69.1 6,063.8

22 農林水産省所管国有財産管理事業

旧自作農創設特別措置法及び農地法に基づき取得した開拓財産及び国有農地の管理 日処

分を推進しました。

令和6年度実績(処分)  該当なし

令和6年度末台帳登録農地 開拓財産 (未墾地由来)12筆 2,829浦

国有農地 (既墾地由来)5筆  2,430浦

●農山漁村づ くり課関係

23 中山間地域等直接支払事業交付金

農業の生産条件が不利な中山間地域において、農業生産活動を維持するため直接支払を

行い、農業の有する多面的機能の発揮を図ります。
日対象地域

いなべ市北勢町、藤原町の中山間地域指定地域の集落において一団の急傾斜農地(田 :傾

斜度 1/20以上なDを有し関係農業者による集落協定が締結され、農地の多面的機能の保

全に取り組む以下の集落を交付対象としています。

西貝野、向平、畑毛、田辺、川原、千司久連新田、二之瀬、東貝野、坂本、山

口、本郷、篠立、小原―色、南中津原、北中津原、一之坂、日内、東禅寺、平野

新田

令和 6年度実績

事業主体 協定集落数 協定締結面積 (ha) 補助金額 (円 )

いなべ市 19集落 200,7 21,407,004
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桑名地域農業改良普及センター (普及 1課 □普及2課)

1 水田農業の持続・発展に向けた基盤強化

口集落の水田農業が持続されるためには、認定農業者や集落営農組織等の担い手への農

地集積とその担い手と集落との役割分担等が必要です。そこで、集落の持続的な営農の

仕組みづくりを支援します。
日地域計画の作成支援や農地中間管理事業を活用して、担い手への農地集積、集落内の

役割分担など、集落内の話し合しЧこより、三重県型集落営農 (=「担い手の明確化」「土

地利用調整機能」「集積ルールと「集落ビジョン」の4要件達成)の仕組みづくりを支

援します。
日集落営農づくりへの取組意向を示す集落、その話し合いが比較的進んでいる集落に対

し、土地利用調整機能に向けた合意形成を支援します。さらに、集落営農の合意形成が

得られた集落の成果を近隣の集落へと普及を進め、認定農業者や集落営農組織等の担い

手への集積を進めるとともに集落営農組織等の法人化を支援します。

日農地の流動化が円滑に行われ、地域の担い手を明確にした土地利用調整機能が発揮さ

れる集落の育成をJA、 市町と連携していきます。

表1 二重県型集落営農確立及び集落営農法人数  (令和6年度末)

桑名市 いなべ市 木曽岬町 東員町 管内計

二重県型集落営農

確立数 (累詢
48 51 3 6 108

集落営農法人数 1 12 0 1 14

(桑名地域農業改良普及センター調べ :集落営農現況調査l

日米の品質が、近年、登熟期に高温に遭い、品種によつて、玄米外観品質が低下してい

ます。そこで、高温登熟性を持つ品種の作付けを推進し、玄米外観品質の向上に取り組

みます。
B認定農業者や集落営農組織等の担い手の経営安定のために麦類や大豆、新規需要米の

作付けを推進します。
口麦類や大豆、新規需要米の収量及び品質の向上に向け、担い手毎の技術水準、経営状

況に合わせた栽培品目や、取り組み技術等を選定し、実践につなげることを目指します。

また、栽培研修会において新品種や新技術、優良事例等の情報提供を行うほか、個別指

導により、担い手のさらなる技術向上を図ります。
3年々経営規模が拡大する担い手の省力化を目的に、近年注目されるドローン等スマー

ト農業機械の導入・実践に取り組みます。
日担い手への優良種子供給のため、」A、 種子生産者と種子の安定生産体制の維持に取

り組みます。
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【表2 麦類及び大豆、新規需要米の作付面積】 (令和6年産実績)(ha)

(出典:令和6年度水田活用直接支払い交付金支払騨実績報告より)

2 新たな取 り組みによる野菜産地の維持活性化

aトマトの管内の栽培面積は、県内の約6割を占めており、近年、高度な環境制御技術

の導入により品質 B収量が向上されている事例があることから、その技術の情報共有を

進めます。

一方、コナジラミ類が媒介する黄化葉巻病等の防除が、 トマト産地の課題になつてい

ることから、定期的な啓発や発生モニタリング調査を通して防除技術支援を行い、被害

の軽減に取り組みます。
日なばなの管内の栽培面積は県内の約5割を占めているが、高齢化が進んでいるため、

」A等と連携して新規栽培者の確保を進めるとともに、機械化体系の確立に取り組みま

す。

また、出荷調整作業の省力化等を目的に袋詰め作業の外部委託の取り組みや生産者所

得の向上を目的に未利用部位である花蓄なばなやちから菜等の加工用出荷の取り組みを

推進します。
日管内のイチゴのJA出荷は少ないものの、直売や観光農園を営む生産者が多く、イチ

ゴで新規就農する生産者も増えていることから、経営が早く安定するよう基本的な技術

の習得を中心に支援をします。
日管内のなばな以外の露地野菜は、いなべ地域で土地利用型農家の冬季栽培品日として

キャベツ栽培が行われていますが、近年、単価が低迷しているため、比較的価格が安定

しているサ トイモ、ニンジン等への品目転換を検討します。また、桑名郡市では、オク

ラロカボチャ等の推進を行います。

表 1 主要野菜の栽培面積 (令和 6年度実績)(ha)

桑名市 いなべ市 木曽岬町 東員町 管内計

トマ ト 5,7 5.0 26.8 0 37.5

なばな 12.3 0.4 1 1 0.4 14.3

イテゴ 1.7 1.5 0 0.2 3.4

キヤベツ 0.4 0.4 0 0,9 1.7

桑名市 いなべ市 木曽岬町 東員町 管内計

麦類 212 166 97 275 750

大豆、新規需要米 211 383 0 212 806
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3 新規就農者の経営安定

就農希望者の円滑な就農や新規就農者が自ら立てた経営目標達成に向けて、市町、」

A等関係機関と支援体制を整備するとともに、それら新規就農者が将来地域リーダーと

なり地域農業を担う人材となるよう以下を進めていきます。

①市町、」Aと連携して、作物の選定や研修先などの就農相談に対応し、就農計画の策

定などの受け入れ体制づくりを進めます。

②市町、」A等と就農状況を確認するなどの対話により課題を整理し、その解決に向け

た支援を進めます。

③給付金制度を利用する新規就農者などについては、重点支援新規就農者とし営農計画

の目標達成に向けて、市町、」Aと連携して細やかな支援を行います。

【表1 近年の市町別新規就農者数の推移】

R2年度 R3年度 R4年度 R5生F雇霊 R6年度 計

桑名市 0 1 0 1 3 5

いなべ市 1 0 0 1 0 2

木曽岬町 1 1 0 0 1 3

東員町 0 1 0 0 0 1

計 2 3 0 2 4 11

【表2 市町別重点支援新規就農者数】

【表3 営農類型別重点支援新規就農者数】

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 計

桑名市 0 1 0 1 0 2

いなべ市 1 0 0 1 0 2

木曽岬町 0 1 0 0 0 1

東員町 1 0 0 0 0 1

計 2 2 0 2 0 6

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 計

主穀中心 1 0 0 0 0 1

トマ ト 0 0 0 0 0 0

イチゴ 0 0 0 2 0 2

葉 物 0 0 0 0 0 0

露地野菜 1 0 0 0 0 1

果樹 0 2 0 0 0 2

計 2 2 0 2 0 6
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4 担い手の経営理念の実現

地域農業の中核を担う認定農業者に対しては、安定的に農業が継続できるよう、経営

の規模拡大や多角化への支援を行い、さらに経営体の法人化や雇用力強化への支援を通

じて企業的経営体の育成を目指していきます。

また、兼業農家や高齢農家などの小規模な家族農業の維持 B継続への支援を行い、農

業生産の持続を図つていきます。

表1 近年の市町別認定農業者数の推移

市町名 R2年度末 R3年度末 R4年度末 R5年度末 R6年度末

桑名市 75 65 65 63 63

いなべ市 106 96 95 93 93

木曽岬町 51 49 50 49 50

東員町 30 18 20 17 18

合計 262 228 230 222 224

(出典 :農業経営改善計画の認定状況等に係る調査より)

表2 市町別認定農業者の営農類型数 (令和6年度末)

市町名

認定農

業者ヂ皮

(実夢皮l

桑名市 63 38 20 10 4 1 2

いなべ市 93 74 11 0 4 9 3

木曽岬町 50 5 36 8 1 0 0

東員町 18 18 0 0 0 0 0

合計 224 135 67 18 9 10 5

注)複合経営である場合は、該当する営農類型で計上しているため、市町ごとの実数合計と営農類型別

合言‖ま一致しません。

巨担い手の 6次産業化や経営継承、施設 ロスマー ト技術の導入などの経営課題の解決に

向けて関係機関と連携して支援をします。

表3 担い手の経営理念の実現

↓七諄割買目 単位
令和 6年度

難
→

目標

令和 8年度

経営課題 a解決法策を検討し年度到達

目標を設定した経営体数
経営体 23 → 28

年度到達目標を達成した経営体数 経営体 11 → 20
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5 農業被害軽減に向けた効果的な獣害対策の推進

・鳥獣害対策は、個 人々が取り組むのではなく、集落や地域など広範囲で取り組むこと

が有効であり、二重県では、①エサ場をなくす、②隠れ場所をなくす、③正しく囲う、

④ (特にサル)追い払う、⑥適切に捕獲する「獣害対策5箇条」を基本に地域住民の方々

と獣害対策の支援にあたります。
B普及センターでは、集落がこうした取り組みを実行できるように、住民が被害状況を

把握し、対策の話し合いを進め、集落の実情に合わせた取り組みを実践する支援を進め

ます。
口集落への活動においては、個別集落の育成と合わせ、取組集落間の連携強化を図るこ

とや、優良事例を活用した他地域への波及を進めます。
日農業者等への支援は、個別の状況と課題に応じた対策の助言や指導を、土地利用型農

家や営農組織には、集落と連携した被害軽減の仕組み作りを整備しながら、農産物の生

産安定に向けた対策の支援を進めます。
日なお、活動対象は、年度当初や期中に市町や」A等関係機関との打ち合わせなどを通

じて選定します。

表1 農業被害軽減に向けた効果的な獣害対策の推進

6 木曽三川デルタ及び北勢中山間地域における総合防除推進

水稲生産における斑点米カメムシ類や冬春トマトにおけるコナジラミ類などの重要病

害虫の発生モニタリングを実施し、地域防除、物理的防除(寒冷紗被覆∋ 、耕種的防除

(抵抗性品種導入、残差処理の見える化等)を組み合わせた対策を講じ、化学農薬投下

量を必要最低限に抑えた栽培体系の確立を目指していきます。

表 1 総合防除の推進

推縛部買目 単位
令和6年度

難

目標

令和 8年度

IPM※ 1技
術の導入数W 技術数 101 100※

2

※1:IPM(Integrated Pest Management)とは、農作物に有害な病害虫・雑草を利用可能な全ての技術

(農薬も含む)を総合的・経済的に組み合わせて防除すること。

※2:I水田農業の特続化 (水稲、麦、大豆)及びⅢ産地の持続 (野菜の産地ビジョンⅡを策定しているトマ

ト、ナパナ、イチゴ、露地野菜)において、IPM実践指標モデルの管理項目に定める技術導入数 (延

べ数)。
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推癬瓢買目 単位
令和 6年度

難
→

目標

令和 8年度

獣害対策の効果向上日効果継続等に向けて

働きかけ、取組を実践した集落 日団体数

集落

団体数
9 → 20

働きかけた獣害対策を

実践した農業者数

農業者

数
11 → 20



7 その他

(1)農業者や酷 への支援

知事が認定した指導農業士 日青年農業士 日農村女性アドバイザーが、地域や産地のリ

ーダーとして、それぞれの立場で農業の振興や農村の活性化に向けて組織活動を行つて

おり、それらの組織の活動を支援します。

指導農業士については、管内で8名が認定されており、地域農業の後継者育成や農業

の振興等の活動を実践されています。

青年農業士については、管内で7名が認定されており、農業日農村の若きリーダーと

して活躍されています。

農村女性アドバイザーについては、管内で13名が認定されており、農村女性の社会的

地位の向上、地域農業の振興と豊かな農家生活及び活力ある農村社会づくり、若手女性

農業者への支援等の活動を実践されています。

また、若手農業者で構成される桑員4Hクラブ (会員22名 )に対しては、研修会の実施

等の活動支援に加え、他の農業者組織と連携支援を行うことにより、会員同士の交流促

進、会員の資質向上に取り組んでいます。

(2)農村地域の男女共同参画の推進

農村女性アドバイザ上を中心に、男女共同参画に関する研修会の開催や意見交換、情

報等により、女性が活躍しやすい環境づくりを推進します。

(3)農福連携に関すること

福祉事業所の農業参入や農作業受託、農業経営体への障がい者就労を促進するため、

障がい者が担える農業 口農作業を検討するとともに、農業者と事業者のマッチングの場

の創出を関係機関と連携して進めます。

(4)農産物の安全・安心を確保する技術の普及

安全 E安心な農産物を生産する体制づくりを関係機関と連携して推進し、産地強化計

画等を策定した品目における、安全 B安心な農産物生産について「農薬の使用履歴記帳」

等の農薬の適正使用を推進するとともに、農薬取締法に関連して、」Aの生産部会や直

売所生産者組織等に対して、農薬の適正使用に関する啓発、農薬の登録情報に関する提

供を行います。

(5)優良種子の確保に関すること

県内の水稲、大麦、小麦生産者へ優良種子を安定して供給するため、二重県主要農作

物種子事業実施要綱に基づき、種子を生産する生産者 日採種組合に対してほ場審査 B生

産物審査を通じて、種子生産技術の向上を図るとともに安定生産できる体制づくりの支

援を進めます。管内では 34.8h a(水稲 16.8h a、 大麦 2.7h a、 小麦 15.3h a)の

採種固場が設けられており、今後も種子の合格率向上に向けた支援を進めます。
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(6)病害虫発生予察に関すること

植物防疫法に基づき二重県病害虫防除所が行う病害虫発生予察業務に関連し、管内の

発生情報を定期的に把握するとともに、管内における病害虫発生情報を提供することに

より、県内の病害虫発生予察情報の充実につなげていきます。

また、管内」A、 市町等関係機関へ綿密に管内病害虫発生状況を提供し、病害虫に対す

る対策強化につなげます。

(7)農業技術の指導及び関係機関と連携した担い手の支援に関すること

水田農業及び野菜を中心に農業技術の指導を通じて、関係機関と連携した担い手の確

保、育成のための施策を推進します。

(8)農業制度資金に関すること

平成 26年度の農業経営基盤強化法の一部改正に伴い、新たに農業経営を営もうとす

る青年等 (農業経営を開始して5年以内)を資金面からサポート (無利子資金を貸付)

する制度として、「青年等就農資金」に変更されました。同資金は「青年等就農計画」

が市町長に認定された「認定新規就農者」が貸付対象となります同資金借入希望者に対

して、市町、」A等関係機関と連携して、青年等就農計画、経営改善資金計画書等の作

成支援を行います。

また、資金貸し付け後も重点支援新規就農者として生産技術、経営管理の面から支援

していきます。既存の農業近代化資金やスーパーL資金等については、「認定農業者等」

が貸付対象となるため、同資金借入希望者に対して助言支援を行ないますと
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農村基盤室

1 事業概要総括表

県営事業 (単位 :千円)

事  業  名

令和 6年度

実績

令和 7年度

予算 令和 7年度

実施地区名
地区数 事業費 地区数 事業費

農村地域排水対策事

業

(R5まで基幹土地改

良施設防災機能拡充

保全事業)

9
(1,026,116)

425,146
9

(758,854)

448,000

近江島

下深谷

福豊

野代

松蔭

七取

千倉

稗田

木曽岬幹線排水

ため池等整備事業 5
(211,103)

163,586
6

(421,414)

172,000

馬の頭

上平溜 日洞ヶ谷溜

阿弥陀寺溜

目細溜池

東員

奴女里溜

基幹農業水利施設
ス トックマネジメン

ト事業

4
(32,000)

26,284
4

(49,540)

44,480

神田 4期
東員 口中上 1期

東員 。中止 2期
二重県 10期 (員弁

川用水第二)

県単農村地域防災減

災事業
1

(159,000)

0
1 11,600 桑名市 5期

計 19
(1,428,219)

615,016
19

(1,229,808)

676,080

令和 6年度事業費上段

令和 7年度事業費上段

は、令和 5年度からの繰越分で外数

は、令和6年度からの繰越分で外数
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2 県営事業

(1)農村地域排水対策事業

ア 事業目的

流域開発や施設の老朽化により排水条件の悪化した地域において、排水機場、

排水路等の整備に取り組み、豪雨等による湛水被害を未然に防止することで、

農村の安全・安心の確保と農地の保全を図ります。

イ 採択基準
1)湛水防除事業 (′lヽ規模):受益面積が 30ha以上かつ、総事業費 5,000万 円

以上

2)用排水施設整備事業 (′卜規模):防災受益面積が 20ha以上かつ、総事業費

800万 円以上

3)負担区分 国 :50～ 55%、 県 :33～ 35%、 市町 10～ 17%

ウ 地区一覧表

項 目

地区名

(市町名)

受益

面積

(ha)

全体 令和 6年度まで 令和 7年度 進

捗

率

(%)

令和 8年度以降

事業量
事業費

(千円)

事業量
事業費

(千円)

事業量
事業費

(千円)

事業量
事業費

(千円)

近江島
(木曽岬町)

243.[

排水機

4基

機場

lヶ所

5,673,00C
杭基礎

1式
621.611

機場下

部エ

1式

(142,989)

80,000
14.電

排水機

4基

機場

lヶ所

4,828,40C

R4

R10

下深谷

(桑名市)

15.1

排水機

2基
機場

1カ 所

1,039,00C
排水機

2基
568,000

解体エ

1式
(190,000)

50,000
77.8

電気

工作物

1式

231,00C

Ｒ４

々
Ｒ８

福豊
(桑名市)

119.1

排水機

2基

機場

1カ 所

1,615,00C
排水機

2基
894,300

解体エ

1式
(150,000)

103,000
7 1 0

電気

工作物

1式

467,70C

Ｒ４

”
Ｒ８

野代

(桑名市)

124.3

排水機

2基

機場

lヶ 所

1,998,000
仮設エ

1式
115,000

機場造

成エ

1式

(30,000)

70,000
10.3

排水機

2基

機場

lヶ所

1,783,000

R5

R9

松蔭
(桑名市)

148.G

排水機

3基

機場

lヶ所

6,163,000

地貰

調査

1式

2,100

全体

実施

設計

1式

(54,900)

60,000
1.9

排水機

3基

機場

lヶ所

6,046,000

R6

R12

千倉
(桑名市)

155,7

排水機

2基
機場

lヶ 所

3,508,000
測量

1式
10,000 0.3

排水機

2基

機場

lヶ所

3,498,00C

，
′

Ｄ
氏

R12

七取

(桑名市)

189.G

排水機

2基
機場

lヶ 所

2,391,00C

地質

調査

1式

13,58C

全体

実施

設計

1式

(44,420)

50,000
4.5

排水機

2基

機場

lヶ所

2,283,000

R6

Rll
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稗田

(桑名市)

19。 1

排水路エ

L=196m

ゲー ト

(自動化)

2基

102,00C

測量

設計

1式

4,455

測量

設計

1式

(12,545)

5,000
1 0 「

排水路エ

Lこ 196m

ゲー ト

(自 動1ヒ )

2基

80,00C

R6

Rll

木曽岬幹

線排水
(木曽岬町)

243.[

排水路

エ

L=

2,906m

724,00C

排水路

補修エ

1式

126,00(

排水路

補修エ

1式

(134,000)

20,000
38.7

排水路

エ

L=

2,906m

444,00C

Ｒ５

”
Ｒ９

9地区

計
23,213,00( 2,345,04(

(758,854)

448,000
19,661,lC〔

令和 7年度事業費欄上段 ( )は、令和 6年度からの繰越で外数

(2)ため池等整備事業

ア 事業目的

大規模地震や集中豪雨発生時に決壊の危険性がある農業用ため池において、

耐震性向上を含め必要な整備を行い、下流の農地及び人家等への被害を未然に

防止することで、農村の安全 日安心の確保と農地の保全を図ります。

イ 採択基準
1)大規模 :防災受益面積 70ha以上かつ、受益面積が 40ha以上もしくは防災

受益7 ha以上かつ、受益面積が2 ha以上であつて、想定被害額 (農外)が
3億円以上、総事業費8,000万 円以上のもの。

2)小規模 :防災受益面積 7ha以上又は想定被害額 (農外)が 4,000万円以上

であつて、かつ受益面積が 2 ha以上、総事業費が4,000万 円以上のもの。

負担区分  国 :55%、 県 35%、 市町 10%

ウ 地区一覧表

項 目

地区名

(市町名)

受益

面積

(ha)

全体 令和 6年度まで 令和 7年度 進

捗

率

(%)

令和 8年度以降

着エ

完エ事業量
事業費

(千円)

事業量
事業費

(千円)

事業量
事業費

(千円)

事業量
事業費

(千円)

馬の頭

(桑名市)

35.2

堤体エ

L=125m

取水エ

2箇所

349,50C

測量設計

1式

仮設エ

1式

78,00C
仮設エ

1式
(60,000)

40,000
50.9

堤体エ

L=125m

取水エ

2箇所

171,50C

R4

R9

上平沼・

洞ヶ谷溜
(いなべ市)

16.4

堤体エ

L=110m

取水エ

2箇所

洪水吐エ

2箇所

708,000
洞ヶ谷溜

排土エ

1式
110,558

洞 ヶ谷

溜取水

エ

1式

(113,442)

20,000
34.5

堤体エ

L=110m

取水エ

2箇所

洪水吐エ

2箇所

464,00C

R4

R10

珂弥陀寺

溜
(いなべ市)

7.0

堤体エ

L=93m

取水エ

1箇所

洪水吐エ

1箇所

331,000

取水エ

1箇所

洪水吐エ

1箇所

216,044

堤体グ

ラウト
エ

(61,956)

49,000
98.8

堤体エ

L=93m
4,000

R4

R9
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11.5

堤体エ

L=185m

取水エ

1箇所

洪水吐エ

1箇所

425,00C

R10

R5

480,00C

実施

設計

1式

23,984

測量

設計

1式

(21,016)

10,000
目細溜池
(桑名市)

6.4

堤体エ

L=185m

取水エ

1箇所

洪水吐エ

1箇所

R10

R5
測量

設計

1式

仮設エ

1式

(165,000)

28,000
22.2

堤体エ

L=358m

取水エ

3箇所

洪水吐エ

3箇所

818,00C18.0

堤体エ

L=358m

取水エ

3箇所

洪水吐エ

3箇所

1,051,00C

測量

設計

1式

40.000東員
(東員町)

5.4

堤体エ

L=149m

取水エ

1箇所

洪水吐エ

1箇所

435,00C

Rll

R7測量

設計

1式

25,000奴女里溜
(いなべ市)

40.0

堤体エ

L=149m

取水エ

1箇所

洪水吐エ

1箇所

460,00C

(421,414)

172,000
Z,317,5003,379,50C 468,58C

6地区

計

令和 7年度事業費 上段 ( )は、令和 6年度からの繰越で外数

(3)基幹農業水利施設ス トックマネジメント事業

ア 事業目的

既存施設の有効活用を図り、効率的な機能保全対策を推進するため、施設の

劣化状況等を調べる機能診断を行い、当該機能診断結果に基づく施設の機能を

保全するために必要な対策工事等を実施し、施設の機能を効率的に保全します。

イ 採択基準
1)都道府県営土地改良事業により造成した基幹的な農業水利施設であること

2)施設機能の向上を主な目的としないもの

負担区分
工事費  国 :50%、 県 :25%、 市町 B地元 :25%(令和 4年度まで)

国 :50%、 県 :29%、 市町 B地元 :21%(令和 4年度補正以降)

※機能保全計画策定事業は、国費定額補助

ウ 地区一覧表

項 目

地区名

(市町名)

受益

面積

(ha)

全体 令和 6年度まで 令和 7年度 進

捗

率

(ll)

令和 8年度以降

着エ

完エ
事業量

事業費

(千 円)

事業量
事業費

(千円)

事業量
事業費

(千円)

事業量
事業費

(千円)

神田 4期
(東員町)

120.4
農業用

排水施設
1式

356,000
農業用

排水施設
1式

355,998
農業用

排水施設
1式

(2,545)

0

100

R2

R7

東員・中

上 1期
(東員町)

農業用

排水施設
1式

101,700

測量

設計

1式

14,496
場水

ポンプ

1式

(15,504)

1,880
31.3

農業用

際水施評
1式

69,820

R6

R8
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東員 。中

上 2期
(東員町)

豊業用用

1井水施設

1式
129.500

測量

設計

1式

15,509
取水堰

1式
(31,491)

27,600
57.6

豊業用斥

井水施語

1式
54,900

R5

R8

二重県

10期 (員

弁川用水

第二)

(東員町)

隆能保全

計画策定
I式

15,000
幾能保全

計画策定

1式

15,000 100 R7

4地区

計
602,200 383,458

(49,540)

44,480
124,720

令和7年度事業費欄上段 ( )は、令和 6年度からの繰越で外数

(4)県単土地改良施設緊急浚渫事業

ア 事業目的

近年、自然災害が激甚化 日頻発化する中、防災重点農業用ため池等の決壊等

により、人家、公共施設及び農地へ被害が発生していることから、これらの適

切な維持管理が必要です。
このため、本事業により、堆積した土砂を浚渫し、貯水能力を回復させるこ

とにより、農業生産の維持、および適切な維持管理をもつて、災害に強い農村

づくりを推進します。

イ 実施要件
1)防災重点農業用ため池

堆積土砂管理計画に基づき緊急に実施される浚渫事業で、総事業費 800万

円以上かつ防災受益面積が 10ha以上等

2)遊水池

堆積土砂管理計画に基づき緊急に実施される浚渫事業で、総事業費 900
万円以上かつ防災受益面積が 10ha以上等

負担区分
工事費  県 :85%  市町 :15%

ウ 地区一覧表

令和7年度事業費欄上段 ( )は、令和 6年度からの繰越で外数

項目

地区名

(市町名)

受益

面積

(ha)

全体 令和 6年度まで 令和 7年度 進

捗

率

(%)

令和 8年度以降
着エ

完エ

事業量
事業費

(千円)

事業量
事業費

(千円)

事業量
事業費

(千円)

事業量
事業費

(千円)

野代

(桑名市)

排水機場

遊水池

浚渫
1箇所

26,000
浚渫エ

1箇所
11,600 44.6

付帯

エ

1式
14,400

R7

R8

1地区

計
26,000 11,600 14,400
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3 農業農村整備 (団体営)関係事業

事業一覧表

(団体営事業)

令和 6年度事業費欄上段

令和 7年度事業費欄上段

令和 5年度からの繰越で外数

令和 6年度からの繰越で外数

(単位 :千 円)

ま

ま

番

〒

項  目

事業名

令和 6年度実績 令和 7年度予算

令和7年度

新規地区数
地区数 事業費 地区数 事業費

1

ため池等整備事業

(ソ フト)(農村地域

防災減災事業)

3 0 3
(50

45

000)

500

2

かんがい排水事業

(ソ フト)(水利施設

保全高度化事業)

1 4,000 1 9,000

3

かんがい排水事業 (農

業用水路等長寿命

化 口防災減災事業 )

4 71 000 6 43,000 4

4
かんがい排水事業 (簡

易整備型)

1 14,520 1

(16,480)

0

5

農業集落排水整備促

進事業 (ソ フト)(農
村整備事業)

2 36,883 2 20,200 2

6 [也籍調査事業 2
( 1

1

0

3

000)

230
2

15,238

計 13
(10,000)

139,633
14

(66,480)

132,938
6
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(1)た め池等整備事業 (ソ フ ト)(農村地域防災減災事業 )

ア 事業目的

ため池整備事業に係る施設の諸条件等について調査等を行い、当該事業に必

要な実施計画等を策定 します。

イ 採択基準

防災受益面積 7 ha以上かつ、かんがい面積 2 ha以上のため池。

ウ 負担区分

国費 定額補助

(単位 :千 円)

地区名 (市町名 )

全体 令和 6年度 令和7年度

笙田大溜 (いなべ市 ) 48,000
(20,000)

0
25,000

東員 2期 (東員町 ) 34,000
(20,000)

0
10,500

いなべ市 6期 (いなべ市 ) 20,000
(10,000)

0
10,000

計 102,000
(50,000)

0
45 500

令和 6年度事業費欄上段 ( )は、令和 5年度からの繰越で外数

(2)かんがい排水事業 (ソ フト)(水利施設等保全高度化事業)

ア 事業目的

農業用用排水施設等の整備に係る地域の諸条件について調査等を行い、本整

備に必要な実施計画を策定します。

イ 採択基準

当該事業費が 200万円以上であること。

ウ 負担区分

国費 定額補助
(単位 :千円)

項  目

区名 (市町名 )

全体 令和 6年度 令和 7年度

神田5期
(東員町)

13,000 4,000 9,000

計 13,000 4,000 9,000
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(3)

ア

かんがい排水事業 (農業用水路等長寿命化 E防災減災事業)

事業目的

農業用水路等の農業水利施設が将来的にわたつてその機能を安定的に発

揮していくため、適時 B適切な長寿命化対策や防災減災対策を実施します。

採択基準
1)長寿命化 巨防災減災整備計画を策定していること。

2)1地区当たりの事業費の合計が 200万円以上となること。

3)1地区当たりの受益者数が、農業者 2名 以上であること。

4)1地区当たりの事業工期が原則 3か年以内であること。

負担区分
工事費 国 :50%、 県 :14%、 市町 D地元 :36%

(単位 :千円)

イ

項  目

区名 (市町名

全体 令和 6年度 令和 7年度

額田 (桑名市 ) 22,000 19,000

高柳 (いなべ市) 39,000 30,000

本郷 (いなべ市 ) 50,000 7,000 7 000

千司久連新田 (い なべ市 ) 45,000 1 5 000 15,000

丹生川久下 (いなべ市 ) 12,200 2,000

高柳 2期 (いなべ市 ) 11,000 11,000

長頭子溜 (いなべ市 ) 1 8 000 4,000

五反田 (桑名市 ) 4 000 4,000

計 201,200 71,000 43,000

(4)かんがい排水事業 (簡易整備型)

ア 事業目的

農業水利施設が将来的にわたつてその機能を安定的に発揮していくため、管

理省力化のための整備等を実施します。

イ 採択基準
1)1地区当たりの事業費の合計が 200万円以上となること。

2)1地区当たりの受益者数が、農業者 2名以上であること。

3)1地区当たりの受益面積が、5ヘクタール以上であること。

ウ
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ウ 負担区分

工事費 国 50%、 県 :14%、 市町 E地元 :36%

(単位 :千円)

項  目

地区名 (市町名

全体 令和 6年度 令和 7年度

生木 (東員町 ) 31,000 14,520
(16,480)

0

計 31,000 14,520
(16,480)

0

(5)農業集落排水整備促進事業 (ソ フト)(農村整備事業)

ア 事業目的

農業集落排水施設整備事業の実施に必要な地域の諸条件等の調査及び技術的

検討を行い、当該事業に必要な維持管理適正化計画の策定を行います。

イ 採択基準

当該事業費が 200万円以上であること。

ウ 負担区分

国費 定額補助
(単位 :千円)

(6)地籍調査事業

◎ 国土調査事業 負担区分 (事業主体が市町の場合)

(国 :50%、 県 :25%、 市町 :25%)

ア 事業目的

国上開発、保全利用の高度化に資すると共に、地籍の明確化を図るため、国

上の実態を科学的、総合的に調査します。
・地籍調査

毎筆の土地について、所有者、地番及び地目の調査並びに境界及び地籍に関

する測量を行い、地図及び簿冊を作成する。
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項  目

区名 (市町名 )

全体 令和 6年度 令和 7年度 適用

美鹿 D古野 2期 (桑名市 ) 12,500 11, 583
維持管理適正化

計画策定

木曽岬 (木曽岬町) 25,600 25,300
維持管理適正化

計画策定

美鹿 口吉野 2期 (桑名市) 4 200 4,200 事業計画策定

いなべ市立田 (いなべ市 ) 16,000 16,000
維持管理適正化

計画策定

計 58,300 36,883 20,200



項 目

区名

区域、調査面積 令和 7年度

東員町

(東員町)

休 止

木曽岬町

(木曽岬町)

源緑輪中②
源緑輪中③
源緑輪中④

0.03k席
0.21k席
0.17k浦

10,236

イ 地区一覧表
(単位 :千円)

4 多面的機能支払

ア 事業目的

農業 B農村地域は、国上の保全、水源のかん養、良好な景観形成等の多面的

機能を有しています。このような多面的機能を発揮させるため、農地、農業用

用水路、農道等の地域資源の維持保全活動、生態系の保全活動、景観形成活動、

農業用施設の長寿命化のための活動に取り組む地域の共同活動を支援します。

イ 採択基準

活動組織は、農村資源を適切に保全・管理するための活動計画を策定し、市

町に申請を行う。

ウ 事業実施期間

平成 26年度～

項 目

区名

区域、調査面積 令和 7年度

柔名市

(桑名市 )

多度町御衣野⑤  O.14k浦 5,002

員弁町

北勢町

大安町

(いなべ市 )

休 止

計 15,238
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日農地維持支払交付金の活動状況

日資源向上支払付金 (共同活動)の活動状況

B資源向上支払付金 (長寿命化)の活動状況

事業主体 地区数 対象面積 (ha)
交付金額

(千円)

桑名市 5 279 7,419

いなべ市 7 203 5,257

木曽岬町 1 405 4,470

東員町 2 475 12.190

計 15 1,361 29,337

5 土地改良法に基づ く事務
土地改良法に基づき、土地改良区の運営指導及び土地改良事業に係る手続き

を行います。
管内土地改良区一覧 :36頁 (6)土地改良区の組織状況 参照。

事業主体 地区数 対象面積 (ha)
交付金額

(千円)

取 組 面 積 率

(対 ほ場 整備

済面積)(%)

桑名市 32 1,462 43,288 68

いなべ市 54 1,471 43,808 70

木曽岬町 1 405 12,150 88

東員町 2 475 14,162 72

計 89 3,810 113,407 71

事業主体 地区数 対象面積 (ha)
交付金額

(千円)

桑名市 27 766 1 3 434

いなべ市 48 1,362 24,296

木曽岬町 1 405 7,290

東員町 2 475 8,488

計 78 3,007 53,508

33





V 附 表





V 附  表

1 管内市町の概要
(1)市町の 当行政組織

(2)農業委員会組織

(3)農業協同組合組織
総合農協

(4) 業共済組合組織

(5) 事組合法人の組織状況

電 話所在地市町 担当部課

0594-24-1203

24-1202
産業振興部 農林水産課

獣害対策室
桑名市中央町二丁目 37桑名市

いなべ市北勢町阿下喜 31番地

いなべ市藤原町鼎 3071

′′

′′

0594-86-7831

86-7773

86-7832

46-8377

いなべ市

農林商工部 農業振興課

農林整備課

獣害対策課

農業公園

0567-68-6105

0567-68-6106
桑名郡木曽岬町

大字西対海地 251
木曽岬町

産業課

建設課

0594-86-2808産業課
員弁郡東員町

大字山田 1600東員町

農業委員会名 所   在   地 電   話

桑名市農業委員会 桑名市中央町二丁目37 0594-24-1206

いなべ市 〃 いなべ市北勢町阿下喜 31番地 0594-86-7834

木曽岬町 ′′ 桑名郡木曽岬町大字西対海地 251 0567-68-6105

東員町 ′′ 員弁郡東員町大字山田 1600 0594-86-2808

組
△
ロ 所 在 地 電   話

二重北農業協同組合 四日市市鵜の森一丁目 5番 19号 059-354-8888

電  話所  在  地名   称

059-228-0505津市上浜町 6丁 目81番 11三重県農業共済組合

業種別法人数

畜産 その他
合計

水田作 野菜
市町

40 1桑 名 市 3 0

4 2114 2 1いなべ市

0 0 0木曽岬町 0 0

10 0 0東 員 町 1

1 5 2618 2合 計
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(6)土地改良区の 況 (16 区 )

(7)農業生産 日出荷組織の状況

(8)女性組織の状況

(9)青少年グループの状況

(10)指導農業士・青年農業士 日農村女性ア ドバイザー

ア.指導農業士 (8名 )

市町 土 地 改 良 区 名

桑名市 (8)
西桑名、桑名市北部、町屋川沿岸、員弁川用水第二、嘉例川、

野代村、七取、長島町

員弁町坂東溜、員弁地区、大安町石樽南外二大字、大安町三

里溜池、員弁川用水第一
いなべ市 (5)

木曽岬町木曽岬町 (1)

東員町 (2) 神田、員弁川用水第二

市町
基幹作物

合計
水田作 野菜 果樹 花 き 茶 畜産

桑名市 8 3 1 1 0 1 14

いなべ市 24 3 0 0 1 1 29

木曽岬町 0 2 0 1 0 0 3

東員町 3 1 0 0 0 0 4

合計 35 9 1 2 1 2 50

市町 名 称 会員数

管内全域 レタス倶楽部 10

市町 名 称 会員数

管内全域 桑員 4Hク ラブ 20

市町 氏  名 経営部門

桑名市 2名
施設野菜

主穀

いなべ市 3名

野菜

茶

主穀

木曽岬町 3名

花き口花木

施設野菜

主穀
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イ.青年農業士 (7名 )

ウ アドバイザー (12名 )

市町 氏  名 経営部門

桑名市 1名 施設花き

いなべ市 5名

主穀

きのこ

畜産 日主穀

木曽岬町 1名 施設野菜

経営部門市町 氏  名

施設観葉

果樹

主穀

施設野菜

桑名市 7名

養蜂

主穀
木曽岬町 4名

施設野菜

施設野菜東員町 1名
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1戸当耕地

面積

(ha)

2.14

2.96

2.62

3.99

2.66

2.13

展栗栓冨

体栽培面

積  (h
a〕

1580

2069

393

539

4581

39656

,6%

左の比率

(%)

10.7%

6.3%

28.0%

6.7%

10.1%

9.7%

主業農家
数
(戸 )

79

44

42

9

174

1 805

9.6%

晨業経営
体数

(戸 )

737

700

150

135

1 722

18,601

9。3%

耕地面積  (ha)

計

2,453

2,635

532

659

6,279

57,000

11,0%

畑

413

455

6 1

79

1,008

13,400

7.5%

2,040

2,180

471

580

5,271

43,600

12.1%

総面積
(k浦 )

138.65

219,83

15.74

22.68

396.9

5,774.48

6.9%

項

市町

桑名市

いなべ市

木曽岬町

東員町

管内計

県計

比率 (%)

2耕地面積、農家数等

瑠 3経 営耕地面積規模別農業経営体数

(第70次 (R4～ R5)東海農林水産統計年報)

(単位 :経営体) (第 70次 (R4～ R5)東海農林水産統計年報)

経営耕地面積

計

737

700

150

135

1,722

18,804

50ha,次」L

5

2

2

3

1 2

0.7%

81

0,4%

30'Ψ 50ha

5

1 3

0

1

19

1.1%

103

0.5%

20-30ha

5

1 1

0

2

1 8

1.0%

122

0.6%

10-20ha

9

27

0

8

44

2.6%

287

1.5%

5-10ha

8

32

0

7

47

2.7%

488

2.6%

3-5ha

12

30

1

6

49

2.8%

756

4,0%

2-3ha

27

28

2 1

5

8 1

4.7%

1,203

6.4%

1-2ha

218

115

85

36

454

26.4%

4,753

25.3%

lha未満

448

442

41

67

998

58.0%

1 1 ,0 1 1

58.6%

項

市 町

桑名市

いなべ市

木曽岬町

東員町

管内計

管内構成比率

県計

県内構成比率



4 ほ の 7 3

認   5 7 3

※県計は速報値

99.40/0

100.00/0

100,00/0

99.7%

84.40/0

整備率

99.70/0

657.0

5,388,3

36,309.1

14.80/0

令和 6年度末
整備済面積

2,156.1

2,114.2

461.0

0.0

73.6

0,00/0

令和 6年度
整備面積

0.0

0.0

0.0

0.0

5,388.3

36,235.5

14.90/0

令和 5年度末
整備済面積

2,156.1

2,114.2

461.0

657.0

要整備率

87.10/0

80.20/0

86.10/0

98.80/0

85.40/0

62.40/0

要整備面積

2,163

2,126

461

657

5,407

43,000

12.60/0

市町

目

桑名市

いなべ市

木曽岬町

東員町

計

県計

上ヒヨ姿

ha

63.40/0

47.50/0

集積率

55.50/0

65.30/0

68.90/0

80.80/0

集積面積

1,349.5

1,698.8

362,3

526.6

3,937.2

26,505

2,430

2,600

526

652

6,208

55,744

農用地面積
市 町

目

桑名市

いなべ市

木曽岬町

東員町

計

県計
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